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はじめに
近年、政府は３兆円以上の資金を投入して日本の科
学技術の総合力の向上を目指している。それは、国の
科学技術力が多様な産業の競争力を上昇させ経済総体
の継続発展を実現していくための源と考えられている
からである。
科学技術力を伸長させるためには、科学技術系人材
の育成・科学技術系インフラの整備・科学技術成果の
産業への移転システムの整備・海外の科学技術力の吸
収など、さまざまな政策課題を進めていく必要がある。
その中でも、最重要課題の一つが「競争的研究環境の
形成」である。一般的に優秀な科学技術系人材は緊張
感のある競争的研究環境の中でこそ、その力を発揮す
ると考えられている。競争的研究環境の形成には、効
果的な競争的研究資金配分制度の形成、研究機関にお
ける任期制の導入、厳正な研究評価の実施といったい
くつかのファクターがあるが、効果的な競争的研究資
金配分制度の構築こそが競争的研究環境を形成するた
めに戦術的に最重要な課題である。
競争的研究資金（１）とは資金配分主体が一定のファ
ンドを設けて、特定の研究課題の下で、広く研究計画
を公募し、公募で提出された研究計画に対して複数の
専門家による評価を展開し、それに基づいて研究者等
に資金を配分する戦略的な資金配分制度である。
日本の競争的研究資金は2000年度：2,368億円、2001
年度：3,285億円、2002年度：3,443億円と増加傾向が
続き、2003年度は約3500億円までになり、政府研究開
発投資の約10％を占めるようになっている。（２）
本稿では、競争的研究資金配分制度の現状と変革課
題について分析する。
１．科学技術戦略における「競争的研
究資金」の位置付け
一国の科学技術の振興には、科学技術系人材の育成、
科学技術系インフラの整備、効果的研究環境形成の制
度設計、科学技術成果活用に関する制度設計等、多様
な政策領域に関する政策実行が必要である。科学技術
振興上必要と考えられる多様な政策領域に関する各種
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の政策（戦術）を総合的に内包した包括的政策体系が
「科学技術戦略」である。（３）表１で示されるように、
日本では特に1980年代以降に科学技術会議（2001年以
降は総合科学技術会議）・政府が答申・政策大綱・基
本計画といった形で科学技術戦略を形成してきた。（４）
まず、1980年代以降の科学技術戦略において「競争
的研究資金」がどのように位置付けられてきたかを確
認する。
競争的研究資金の拡充については、1980年代前半で
は、その認識は大きくはなかった。1984年の科学技術
会議の第11号答申（諮問第11号「新たな情勢変化に対
応し、長期的展望に立った科学技術振興の総合的基本
方策について」に対する答申）の中では、次のように
述べられている。即ち、「国の資金の運用効率を上げ
ていくため、民間能力の効果的な活用を考慮し、研究
開発体制、資金運用制度等の整備、改善を行っていく
ことが重要である。（下線は著者。以下同様。）その際、
研究方法等により種々の異なる成果が期待される場合
等においては、並行研究の実施等による研究開発にお
ける競争要因の効果等を考慮した種々の手法を取り入
れることによって、総合的に研究開発の効率性をより
高めていくことが必要である」とある。この時点では、
総じて政府の研究開発資金の配分について従来のよう
な非競争的な手法では効果がないという認識が表明さ
れている。しかし、さらにどのような形態で、競争的
研究資金の配分を実施していくかといった戦術的な議
論は出ていない。
1990年代になり競争的研究資金に関する認識は急速
に強くなってくる。1992年１月の科学技術会議の第18
号答申（諮問第18号「新世紀に向けてとるべき科学技
術の総合的基本方策について」に対する答申）では、
以下のような方針が提示される。即ち、「（２）研究資
金調達における競争的な環境の整備：基礎研究の推進
のためには、研究の性格に応じた多様な研究資金を用
意することが重要である。例えば、学界等におけるピ
ア・レビュー方式の評価による資金や、研究内容に応
じて各方面の叡智を集め、適切な計画の下に研究を推
進するための資金等が必要とされる。このような多様
な研究資金の存在は、研究者がそれぞれの組織におけ
る役割を踏まえつつ、それぞれの資金の目的に応じて、
自分の研究の性格に合った資金を選択することを可能
とし、そのことが研究者の選択の幅と自由度の拡大を
もたらすとともに、競争的な研究環境の形成に貢献す
ると考えられる。
このため、我が国の研究開発体制の長所を活かしつ
つ、基礎研究を活性化させていくとの観点から、研究
活動の基盤となる経常的な研究資金を拡充するととも
に、民間資金を含め、競争的な環境の下で提供される
多様な研究資金を整備・拡充し、研究者による資金源
の選択の機会を拡大する。また、これらの資金の国立
試験研究機関への受入れを円滑に行うための制度・運
用の改善を行うとともに、民間からの資金・物品の受
入れを促進するための環境の整備に努める」とある。
つまり、競争的研究資金が効果的競争的研究環境を形
成していく上でも、その中心的要素となるという認識
になり、競争的研究資金拡充の必要性が訴えられ始め
たと言える。
そして、政府の実践方針となる1992年４月の科学技
術政策大綱（1986年の科学技術政策大綱を改正したも
の：改正・科学技術政策大綱と呼ぶ）の中でも、明確
に、競争的研究資金拡充の方針が述べられていく。即
ち、「（５）研究活動の活性化と創造性の発揮：イ・研
究活動の基盤となる経常的な研究資金を拡充するとと
もに、競争的な環境の下で提供される多様な研究資金
の拡充及びその国立試験研究機関への受入れの円滑化
を図る。また、民間からの資金・物品の受入れを促進
する」とあるように、競争的研究資金の拡充の方向性
が明確に示され、さらに、その競争的研究資金を国立
試験研究機関へ効果的に配分していく制度設計の必要
性も示される。
1996年７月の政府の第Ⅰ期科学技術基本計画では、
さらに競争的研究資金拡充の方針が明確に出されてい
く。即ち、「Ⅲ．多元的な研究資金の拡充　（１）競
争的資金の拡充：研究者の研究費の選択の幅と自由度
を拡大するとともに、競争的な研究環境の形成に貢献
する競争的資金の大幅な拡充を図り、これにより、競
争的資金が研究資金において占める比率が高まるよう
措置する。このため、平成８年度から本格的に導入さ
れた特殊法人等を活用した新たな基礎研究推進のため
の経費、科学研究費補助金、科学技術振興調整費、民
間能力の活用を含めた公募型の研究開発を推進するた
めの経費、各省庁において国立試験研究機関を選択し
て配分する共通横断的な分野の研究開発を推進するた
めの経費等の多様な競争的資金の大幅な拡充を図る」
として、競争的研究資金拡充が競争的研究環境形成の
中心であるという認識を再度明らかにして、競争的研
究資金配分の具体的方法に関しても、「特殊法人等を
活用した新たな基礎研究推進のための経費」「科学研
111
究費補助金」「科学技術振興調整費」「民間能力の活用
を含めた公募型の研究開発を推進するための経費」
「各省庁において国立試験研究機関を選択して配分す
る共通横断的な分野の研究開発を推進するための経
費」といった形態を拡充していく方向性が示された。
2000年12月の科学技術会議の「科学技術基本計画に
ついてに対する答申」の中でも競争的研究資金に関す
る提言がなされている。即ち、「競争的資金をより効
果的・効率的に活用するために、研究の実施に伴う研
究機関の管理等に必要な経費を手当する必要がある。
このため、競争的資金を獲得した研究者の属する研究
機関に対して、研究費に対する一定比率の間接経費を
配分する。目安としては当面30％程度とする。
間接経費は、競争的資金を獲得した研究者の研究開
発環境の改善や研究機関全体の機能の向上に活用す
る。複数の競争的資金を獲得した研究機関は、それに
係る間接経費をまとめて、効率的かつ柔軟に使用する。
こうした間接経費の運用を行うことで、研究機関間の
競争を促し、研究の質を高める」とある。ここにおい
て、競争的研究資金を獲得した研究者の所属する研究
機関に対しても「間接経費」といった形で資金を配分
し、結果として研究機関の間においても競争原理が働
くような制度の形成が指向され始めた。
2001年３月の政府の第Ⅱ期科学技術基本計画におい
ては、さらに詳細に競争的研究資金の制度についての
方針が出されていく。まず、「第１章 基本理念　5．第
Ⅰ期科学技術基本計画の成果と課題」の中で、「第Ⅰ
期基本計画の期間中の施策の進捗状況及び課題は以下
のとおりである。競争的かつ流動性のある研究開発環
境の整備については、競争的資金はほぼ倍増し、若手
研究者を対象とした研究資金も大幅に増加した」とし
て、第Ⅰ期基本計画において競争的研究資金が倍増し
たと政策の達成について言及している。そして「第２
章 重要政策 ― Ⅱ．優れた成果の創出・活用のための
科学技術システム改革 － １．研究開発システムの改革
（１）優れた成果を生み出す研究開発システムの構築 ①
競争的な研究開発環境の整備（ａ）競争的資金の拡充
（ｂ）間接経費」の中で、従来の競争的研究資金に関す
るプランより、はるかに詳細な政策案が提示されてい
く。即ち、「（ａ）競争的資金の拡充：研究者の研究費
の選択の幅と自由度を拡大し、競争的な研究開発環境
の形成に貢献する競争的資金を引き続き拡充する。そ
の際、競争的資金を活用し世界の先頭に立っている米
国を参考とし、第２期基本計画の期間中に競争的資金
の倍増を目指す。競争的資金の効果を最大限に発揮さ
せるためには、評価を中心に、以下の改革が不可欠で
あり、これを競争的資金の倍増とともに徹底する。
●研究課題の評価に当たっては、研究者個人の発想
や能力が評価され得るよう研究費の制度・運用を
改善する。具体的には、単独の研究者がポストド
クター・研究支援者等とともに行う研究を大幅に
拡大する。複数の研究者が行うグループ研究にお
いては、明確な責任体制の下で分担して行うよう
にする。
●一定の研究成果が得られるよう、１研究課題当た
りに研究遂行に必要かつ十分な研究費を確保し、
また、３～５年間程度の研究期間を重視する。
●中間評価及び事後評価を適切に実施し、その結果
を運用に反映させる。中間評価については、必要
に応じて、その結果を当該課題の規模の拡大や縮
小、中止等に反映させる。その際に、特に優れた
成果が期待される課題については、より大きな成
果に結びつけられるように研究期間の延長を可能
とする。また、中間評価及び事後評価の結果を、
次に競争的資金に応募する際の事前評価に活用で
きるようにする。これらにより長期的に優れた研
究の発展を図る。ただし、過去に競争的資金の応
募実績がない者についても、公平に機会が与えら
れるようにする。
●評価過程、評価結果、評価手続及び評価項目が提
案した研究者に適切に開示されるようにする。
●専任で評価に従事する人材として研究経験のある
者を確保し、研究課題の評価に必要な資源を充て
るなど、評価に必要な体制を整える。
●課題採択時に研究者の実績等を踏まえた公正かつ
透明性の高い評価を行うため、研究の進捗状況や
成果については定期的に研究者から報告を受け、
データベースとして整備する。
●競争的資金を所管する各府省は、その目的にかな
う限り、できるだけ多くの研究者が応募できるよ
う運用を徹底する。
●競争的資金のうち、研究者個人に直接配分される
ものは、原則として、経理を研究機関に委ねるこ
ととして、研究機関が研究費の適切な執行を確保
するものとする。
●競争的研究資金の倍増を図っていく中で、各府省
の持つ競争的資金の目的を明確化し、プログラ
ム・制度の統合・整理を行う。
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（ｂ）間接経費：競争的資金の拡大によって、直接
に研究に使われる経費は増加してきた。競争的資金を
より効果的・効率的に活用するために、研究の実施に
伴う研究機関の管理等に必要な経費を手当する必要が
ある。このため、競争的資金を獲得した研究者の属す
る研究機関に対して、研究費に対する一定比率の間接
経費を配分する。
間接経費の比率については、米国における例等を参
考とし、目安としては当面30％程度とする。この比率に
ついては、実施状況を見ながら必要に応じ見直しを図る。
間接経費は、競争的資金を獲得した研究者の研究開
発環境の改善や研究機関全体の機能の向上に活用す
る。複数の競争的資金を獲得した研究機関は、それに
係る間接経費をまとめて、効率的かつ柔軟に使用する。
こうした間接経費の運用を行うことで、研究機関間の
競争を促し、研究の質を高める。ただし、当該機関にお
ける間接経費の使途については、透明性が保たれるよ
う使用結果を競争的資金を配分する機関に報告する。
国立大学等については、国立学校特別会計の中に競
争的資金を獲得した大学に間接経費が還元される仕組
みを整える」とある。
特に、政策ポイントとして重要と考えられるのは以
下の点である。第１に第Ⅱ期科学技術基本計画の期間
中（2001年４月－2006年３月）に競争的研究資金を倍
増するという方針が明確にされた点である。倍増が実
現すると年間7000億円程度の競争的研究資金が実現す
ることになる。第２に競争的研究資金への応募者の提
出する課題を評価し又採択された研究者・研究機関の
実施する研究開発の進展状況・結果を効果的に評価す
るために専任で評価に従事する人材を確保するなど、
研究評価体制の高度化の必要性が示された。第3に各
競争的研究資金に対してその所属等に関係なく広く応
募者を集めるよう運用の柔軟性の必要が訴えられてい
る。第４に研究者個人に配分される競争的研究資金に
対しても、その経理は研究機関が担当するなど、可能
な限り研究以外の業務から研究者を解放する必要性に
ついても言及された。第５に競争的研究資金を獲得し
た研究者の所属する研究機関に対して間接経費を供給
することで、研究機関間にも有効な競争原理が働くよ
うな制度を形成する方向性が示された。
２．競争的研究資金配分制度の現状
２．１　競争的研究資金総額の推移
競争的研究資金の総額の推移は表２に示される通
り、2000年度：2,368億円、2001年度：3,285億円、
2002年度：3,443億円、2003年度：3,480億円と増大傾
向にある。又政府の科学技術経費総額中のシェアでも
2000年度：8.9％、2001年度：9.4％、2002年度：9.8％
と拡大傾向にある。
２．２　現在の競争的研究資金制度
現在、日本の競争的研究資金制度は７つの省がそれ
ぞれの政策目的に応じて競争的資金制度を設けてい
て、26制度存在する。それぞれの競争的研究資金制度
と各予算は表３に示される通りである。
各省庁の競争的研究資金総額とそのシェアは表4に
示される通りである。即ち、文部科学省所管の制度で
77％、厚生労働省所管の制度が13％を占有し、文部科
学省・厚生労働省の２省で競争的研究資金の90％を配
分していることが分かる。
文部科学省・厚生労働省の主要な競争的研究資金制
度の競争的研究資金総額におけるシェアは表５に示さ
れる通りである。即ち、2003年度予算で文部科学省の
科学研究費補助金が50.8％、戦略的創造研究推進事
業が12.8％、科学技術振興調整費が10.8％、厚生労働
省の厚生労働科学研究費補助金が10.9％を占有して
いる。
又、30代の若手研究者対象の競争的研究資金制度の
主要なものとしては表６に示されるような制度がある。
年度
2,924億
3,285億
3,443億
3,480億
2000
2001
2002
2003
3兆2,843億
3兆4,685億
3兆5,000億
3兆5,876億
8.9％
9.4％
9.8％
9.7％�
政府の科学技術経費総額中の
競争的研究資金総額の割合
文部科学省編『平成15年版　科学技術白書』（2003年）より作成
表２　競争的研究資金総額の推移
11％（310億）
12％（361億）
4.8％（158億）
1％  （37億）
競争的研究資金�
総額（円）
  前年度比増加率�
（増加額）
政府の科学技術
経費総額（円）
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省名� 担当機関� 制度名�
2001年度
（平成13年度）
2002年度
（平成14年度）
予算額�
（百万円） �
間接経費�
導入額�
（百万円） �
予算額�
（百万円） �
間接経費�
導入額�
（百万円） �
表３　現在の各省の競争的研究資金制度と予算�
11,560
1,083
2,254
283
401
――
15,581
796
――
　
796
258
――
　
――
――
145
26
――
　
2,199
2,628
274
　
――
　
――
403
――
678
1,027
　
――
　
1,027
174
111
285
――
51
51
21,046
170,300
42,689
36,500
5,277
1,823
9,000
265,589
39,284
7,062
　
46,346
1,350
――
　
――
――
1,120
200
425
　
10,700
13,795
4,010
　
1,591
　
560
1,808
――
7,970
5,280
　
――
　
5,280
2,895
765
1,050
4,710
392
240
632
344,322
7,360
100
1,130
283
――
――
8,873
396
――
　
396
――
――
　
――
――
189
12
――
　
1,369
1,570
――
　
――
　
――
――
――
0
756
　
――
　
756
50
97
47
193
――
21
21
11,809
157,965
40,420
34,310
4,500
――
18,702
255,897
32,885
11,286
　
44,171
――
59
　
100
18
1,500
360
390
　
6,400
8,827
5,390
　
1,455
560
――
812
8,217
4,247
　
575
　
4,822
2,650
700
702
4,052
404
100
504
326,490
科学研究費補助金
戦略的創造研究推進事業
科学技術振興調整費
独創的革新技術開発研究提案公募制度
大学発ベンチャー 創出支援制度
未来開拓学術研究費補助金
厚生労働科学研究費補助金
保健医療分野における基礎研究推進事業
 
戦略的情報通信研究開発推進制度
情報通信ブレー クスルー基礎研究21におけ�
る公募研究
量子情報通信技術の研究開発
周波数資源開発公募研究
情報通信分野における基礎研究推進制度
ギガビットネットワー ク利活用研究開発制度
新たな通信・放送事業分野開拓のための先�
進的技術開発（テレコムインキュベ シーョン）
民間基盤技術研究促進制度
�
新技術・新分野創出のための基礎研究推�
進事業
新事業創出研究開発事業
　�
民間結集型アグリビジネス創出技術開発事業
先端技術を活用した農林水産研究高度化事業
パイオニア特別研究
産業技術研究助成事業費
　�
新規産業創造型提案公募事業
　
地球環境研究総合推進費
環境技術開発等推進費
廃棄物処理等科学研究費補助金
運輸分野における基礎的研究推進制度
建設技術研究開発助成制度
本省・日本学術振興会�
科学技術振興事業団�
本省�
本省�
本省�
本省�
小計�
本省�
医薬品副作用被害救済・�
研究振興調査機構�
小計�
本省 �
本省 �
 �
本省 �
本省 �
通信・放送機構 �
通信・放送機構 �
通信・放送機構 �
　�
通信・放送機構 �
小計�
生物系特定産業技術研究�
推進機構�
生物系特定産業技術研究�
推進機構�
本省�
本省�
本省�
小計�
新エネルギ ・ー産業技術�
総合開発機構�
新エネルギ ・ー産業技術�
総合開発機構�
小計�
本省�
本省�
本省�
小計�
運輸施設整備事業団�
本省�
小計�
�
�
文
部
科
学
省
�
厚
生
労
働
省
�
総
　
務
　
省
�
農
林
水
産
省
�
経
済
産
業
省
�
環
境
省
�
国
土
交
通
省
�
合計
文部科学省科学技術・学術政策局『科学技術要覧』（2002年）・総合科学技術会議『競争的資金制度の制度一覧』�
（2003年）より作成
�
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文部科学省�
厚生労働省�
総務省�
農林水産省�
経済産業省�
環境省�
国土交通省�
総合科学技術会議『競争的資金制度の制度一覧』（2003年）より作成（間接経費は含まない）
省　庁� 競争的研究資金総額（円）
2,655億8,900万
463億4,600万
137億9,500万
79億7,000万
52億8,000万
47億1,000万
6億3,200万�
表４　各省庁の競争的研究資金総額とそのシェア（2002年度）�
全競争的研究資金額に�
おけるシェア（%）
77
13
4
2
1.5
1.3
0.2
文部科学省�
文部科学省�
文部科学省�
厚生労働省�
総合科学技術会議『競争的資金制度の制度一覧』（2003年）より作成
省� 競争的研究資金制度�
科学研究費補助金�
戦略的創造研究推進事業�
科学技術振興調整費�
厚生労働科学研究費補助金�
表５　主要競争的研究資金制度とシェア（2003年度予算）
全競争的研究資金額におけるシェア�
50.8％
12.8％
10.8％
10.9％
文部科学省編『平成14年版  科学技術白書』（2002年）・科学技術学術審議会学術分科会�
『競争的研究資金制度改革について（意見）』（2003年）より作成
配分主体�
制度の�
名称� 対象者� 期間�
１件当たりの�
金額（１年）
予算�
（2002年度）
表６　主要な若手研究者対象の競争的研究資金制度�
科学研究費
補助金：若手
研究Ａ�
科学研究費
補助金：若手
研究Ｂ�
科学技術振
興調整費：若
手任期付研
究員支援�
地球環境研
究総合推進
費課題検討
調査研究：若
手育成型�
戦略的情報
通信研究開
発推進：研究
主体育成型
研究開発�
新技術・新分
野創出のため
の基礎研究推
進事業：若手
研究者支援型�
文部科学省�
経済産業省：
新エネルギー
・産業技術総
合開発機構�
農林水産省：
生物系特定
産業技術研
究推進機構�
環 境 省 �
総 務 省 �
文部科学省�
文部科学省� 37歳以下 ２－３年�
２－３年�
任期内５年
限度
３年以内
５年�
１－２年�
３年以内�
500万円－
3000万円�
以下
500万円�
以下
500万円－
1500万円�
程度
1500万円�
程度
約2000万円
数百万円－
1000万円
1000万円
19億円
100億円
15億円
528億円
8.5億円
2000万円
4.5億円
37歳以下
3 5歳以下の
任期付き研
究員�
3 5歳以下の
講師・助手�
39歳以下
35歳以下
35歳以下�
（情報通信
分野）�
産業技術研
究助成事業�
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以上のような競争的研究資金制度は大別すると、ト
ップダウン型資金制度とボトムアップ型資金制度に分
けられる。即ち、トップダウン型資金制度とは資金配
分主体から明確な研究課題が固定的に設定される制度
である。特定の政策目的達成のために研究課題を絞っ
て公募する資金配分制度である。代表的なトップダウ
ン型資金制度としては文部科学省科学技術振興事業団
による戦略的創造研究推進事業・科学技術振興調整費
などがある。ボトムアップ型資金制度とは資金配分主
体から固定的な研究課題が設定されることはなく研究
課題設定が研究者サイドに任される制度である。研究
者の自由な発想に基づく研究の推進を目的とする資金
配分制度である。代表的なボトムアップ型資金制度と
しては文部科学省の科学研究費補助金がある。
２．３　現在の間接経費に関する制度
間接経費（オーバーヘッド）とは競争的研究資金を
獲得した研究者の所属する研究機関に別枠で提供され
る資金である。2001年度から各省庁の競争的研究資金
制度の一部に間接経費が導入されることになった。現
在、全競争的研究資金における間接経費総額の割合は
約６％である。
間接経費の利用に関する制度整備もなされていく。
即ち、2001年に「競争的資金に係わる間接経費取扱要
領」が定められた。（５）この中で「間接経費の使途」
「間接経費の配分」についてが明確にされるのであっ
た。即ち、「間接経費の使途」では「間接経費は、競
争的資金を獲得した研究者の研究開発環境の改善や研
究機関全体の機能の向上に活用するために必要となる
経費に充当する。間接経費は、直接経費として充当す
るべきものについては使用することができない」とし
ている。「間接経費の配分」に関しては次のように定
めている。即ち「（１）間接経費が措置された研究課
題の研究代表者の申請に基づき、下記の①ー⑤に係わ
る経費として当該課題の間接経費の１／２を限度に執
行する。また、間接経費の趣旨に照らして総長が特に
その必要性を認めた場合は、１／２の配分限度を越え
て執行できるものとする。
①研究代表者自身の研究開発環境改善
②学内研究分担者の研究開発環境改善
③研究代表者の所属学部（学科）・研究科（専攻）
の研究開発環境改善
④学内研究分担者の所属学部（学科）・研究科（専
攻）の研究開発環境改善
⑤当該課題に関連する研究所等の研究開発環境改善
（２）間接経費総額から上記執行金額を差し引いた残
額を補助員雇用等科学研究費の事務執行に係わる必要
経費及び大学全体の研究機能向上のための経費として
執行する」としている。
最大の競争的研究資金である文部科学省所管の科学
研究費補助金の一部（全てではない）の研究種目にも
間接経費が導入された。間接経費が導入された科学研
究費補助金の研究種目は「特別推進研究」・「基盤研究
（Ｓ）」・「基盤研究（Ａ）」・「学術創成研究費」の４種
目である。科学研究費補助金における間接経費は以下
のように設定される。即ち、科学研究費補助金による
研究の実施に伴い研究者が所属する研究機関が間接的
に必要とする経費を「間接経費」として、研究者への
研究費（直接経費）以外に研究機関に直接経費の30％
が措置されるものとされた。詳細な科学研究費補助金
の各研究種目における間接経費の措置額は表７に示さ
れる通りである。
２．４　競争的研究資金の配分状況
競争的研究資金の配分先は表８に示される通りであ
る。国立大学60％・公立大学３％・私立大学12％と大
学への配分が75％にもなる。
日本の競争的研究資金の約50％を占める文部科学省
の科学研究費補助金における配分状況の詳細は表９に
示される通りである。即ち、科学研究費補助金におい
特別推進研究�
基盤研究（Ａ）�
基盤研究（Ｂ）�
学術創成研究費�
　　　計�
研究種目�
日本学術振興会（JSPS）『科学研究費補助金』（2003年）より作成
直接経費�
30.6
　　151.0
　　19.0
　　45.0
245.6
表７　科学研究費補助金における間接経費措置の研究種目（2001年度予算）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：億円）
間接経費�
9.1
　　　　45.3
　　　　　5.7
　　　　13.5
73.6
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国立大学�
公立大学�
私立大学�
大学共同利用機関�
国立試験研究所・独立行政法人研究所�
民間研究所�
�科学技術学術審議会学術分科会『競争的研究資金制度改革について（意見）』（2003年）より作成
競争的研究資金の配分先� 競争的研究資金全体での受取シェア�
6 0％
3％
1 2％
3％
1 7％
5％
表８　競争的研究資金全体の配分状況（2001年度）�
大学等�
国立試験研究所・独立行政法人研究所�
民間企業�
�科学技術学術審議会学術分科会『競争的研究資金制度改革について（意見）』（2003年）より作成
科学研究費補助金配分先� 配分総額全体中の受取シェア
96％
 4％
0％
表９　科学研究費補助金の配分状況（2001年度）
大学等�
国立試験研究所・独立行政法人研究所�
民間企業�
科学技術学術審議会学術分科会『競争的研究資金制度改革について（意見）』（2003年）より作成
厚生科学研究費補助金配分先� 配分総額全体中の受取シェア�
5 8%
3 8%
4%
表10　厚生科学研究費補助金の配分状況（2001年度）
3 0歳未満
3 0歳以上 3 5歳未満
3 5歳以上 4 0歳未満
4 0歳以上 4 5歳未満
4 5歳以上 5 0歳未満
5 0歳以上 5 5歳未満
5 5歳以上 6 0歳未満
6 0歳以上 7 0歳未満
7 0歳以上
科学技術学術審議会学術分科会『競争的研究資金制度改革について（意見）』（2003年）より作成
年 代 層 � 配分全体でのシェア（％）�
0 . 1
3
9
1 5
1 8
2 2
1 8
1 2
0 . 1
表11　競争的研究資金配分の年代別分布（配分全体での各世代のシェア）（2001年度）
（30歳代：12％）�
�
（40歳代：33％）�
（50歳代：40％）
3 0歳未満
3 0歳以上 3 5歳未満
3 5歳以上 4 0歳未満
4 0歳以上 4 5歳未満
4 5歳以上 5 0歳未満
5 0歳以上 5 5歳未満
5 5歳以上 6 0歳未満
6 0歳以上 7 0歳未満
7 0歳以上
科学技術学術審議会学術分科会『競争的研究資金制度改革について（意見）』（2003年）より作成
年 代 層 � 平均配分額（単位：万円）�
2 0 0
2 0 0
2 8 0
4 0 0
5 1 0
6 4 0
7 1 0
7 0 0
6 9 0
表12　競争的研究資金の年代別の平均配分額（配分総額／課題数）（2001年度）
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ては大学等への配分が96％にもなる。
又、競争的研究資金総額の約10％を占める厚生労働
省の厚生科学研究費補助金の配分状況は表10に示され
る通りである。即ち、大学等への配分が58％、国立試
験研究所・独立行政法人研究所への配分が38％となっ
ている。
競争的研究資金配分の年代別分布は表11に示される
通りである。即ち、50歳代が最も多く40％、次いで40
歳代が33％を獲得している。一方、若手研究者と言わ
れる30歳代には12％しか配分されていない。
競争的研究資金制度への申請・採択等については最
大の競争的研究資金制度である文部科学省の科学研究
費補助金の場合を表13・14に示している。即ち、2001
年度で総申請件数83,274件、採択件数17,224件、採択
率20.7％であり、2002年度で総申請件数77,459件、採
択件数17,650件、採択率22.8％であった。
３．競争的研究資金配分制度の課題
３．１　量的面の課題
現在の競争的研究資金の総額は約3,500億円で、今後
も増加していく傾向にある。しかし、政府の研究資金
総額に占める競争的研究資金のシェアは欧米主要国と
比較するといまだ相対的に小さい。即ち、全政府研究
開発費に占める競争的研究資金の比率は、欧米では30－
40％程度であるが、日本においては10％未満である。
表13　科学研究費補助金配分状況（2001年度）
　 研 究 種 目�
�
科学研究費�
　特定領域研究�
　基盤研究（Ｓ）�
　基盤研究（Ａ）�
　基盤研究（Ｂ）�
　基盤研究（Ｃ）�
　萌芽研究�
　若手研究（Ａ）�
　若手研究（Ｂ）�
学術創成研究費�
　　合　　計�
    資金配分額
（単位：千円）
66,222,500
21,221,100
1,718,700
7,441,500
17,905,200
11,344,600
1,411,200
　　　－       
5,180,200
1,732,500
67,955,000
研究計画申請・採択状況�
日本学術振興会（ＪＳＰＳ）『科学研究費補助金』（2003年）より作成�
申請件数
83,223
7,305
2,091
2,666
16,385
30,354
9,145
　　－
15,277
51
83,274
採択件数
17,200
2,490
61
450
2,726
6,229
1,074
　　－
4,170
24
17,224
採択率
20.7
34.1
2.9
16.9
16.6
20.5
11.7
　―　
27.3
47.1
20.7
（単位：千円）�
�
表14　科学研究費補助金配分状況（2002年度）
　研 究 種 目�
�
科学研究費�
　特定領域研究�
　基盤研究（Ｓ）�
　基盤研究（Ａ）�
　基盤研究（Ｂ）�
　基盤研究（Ｃ）�
　萌芽研究�
　若手研究（Ａ）�
　若手研究（Ｂ）�
学術創成研究費�
　　合　　計�
　    資金配分額（単位：千円）
研究計画申請・採択状況�
日本学術振興会（ＪＳＰＳ）『科学研究費補助金』（2003年）より作成�
申請件数
77,359
7,448
595
2,544
11,416
26,340
13,296
1,999
13,721
98
77,457
採択件数
17,629
2,460
74
604
2,718
5,662
1,750
206
4,155
21
17,650
採択率
22.8
33.0
12.4
23.7
23.8
21.5
13.2
10.3
30.3
21.4
22.8
（単位：千円）�
�
73,704,000
23,132,600
1,995,700
9,354,300
17,125,700
10,097,700
3,243,600
1,899,900
6,854,500
1,741,800
75,445,800
（間接経費：3,974,970）
（間接経費：   598,710）
（間接経費：2,806,290）
（間接経費：   569,970）
（間接経費：   522,540）
（間接経費：4,497,510）�
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例えば、表15に示されるように、アメリカの連邦政
府の研究開発経費総額約10兆2000億円中の競争的研究
資金総額は３兆6000億円で、政府研究開発経費総額中
のシェアは約35％である。一方、日本の政府の研究開
発経費総額約３兆5000億円中の競争的研究資金総額は
約3500億円で、政府研究開発経費総額中のシェアは約
10％である。つまり、アメリカの研究資金総額は日本
の３倍であるが、競争的研究資金総額は10倍というこ
とになる。
日本の競争的研究資金制度の中でも特に30歳代の若
手研究者向けの制度は量的にも拡大する必要がある。
即ち、現在若手研究者向け資金は全体の約６％である。
また、若手研究者向けプログラムの１課題当り研究費
は同一制度内の他のプログラムに比較して少額の場合
が多い。例えば、日本の代表的な若手研究者向けプロ
グラムである文部科学省の科学研究費補助金：若手研
究Ｂは研究期間２－３年で合計500万円である。一方、
アメリカの代表的な若手研究者向けプログラムである
ＮＳＦ（国立科学財団）のＣａｒｅｅｒ　Ｐｒｏｇｒａｍが研
究期間約５年で年間1200万円・ＮＩＨ（国立衛生研究
所）のＫ Ａｗａｒｄｓが研究期間約５年で年間1000－4000
万円という規模である。
３．２　資金使途面の課題
研究費の使途は、備品費、消耗品費、役務費、旅費、
研究支援者を雇用する人件費等であるが、日本の競争
的研究資金には研究者本人の人件費を含めることがで
きない。一方、アメリカでは既に競争的研究資金に研
究者本人の人件費を計上できる制度になっている。つ
まり、獲得された競争的研究資金は研究機関の適切な
管理の下で研究者本人への給与としても支払われ、競
争的研究資金の獲得が研究者の給与に直接的に反映さ
れる制度になっている。
今後は本格的な競争的研究環境を形成するために、
研究開発を実施する研究者本人の当該研究開発活動に
係わる人件費についても、直接経費から充当するよう
検討すべきである。
備品費、消耗品費、役務費、旅費等の実際の研究費
使途における費目間の振替の制約（例えば、振替にお
ける費目内容・金額等の制約）を更に弾力化すること
も検討する必要がある。又、研究開発課題の実施期間
内においては研究費の年度間繰越を十分に行えること
も必要であると考える。
３．３　間接経費の課題
2001年度から直接経費の30％程までの間接経費がい
くつかの競争的研究資金制度の中で実施され始めた。
しかし、その絶対額は欧米主要国の間接経費と比較す
るといまだ小さい。欧米主要国では研究者への研究費
（直接経費）の50－100％もの間接経費を研究者が所属
する研究機関に措置する場合も多い。例えば、アメリ
カでの間接経費は制度・機関毎に異なるが、その比率
は40－60％であり、間接経費中に人件費等を含めても
よい制度になっている。又間接経費比率の算定に、研
究機関の財務面の実態を反映するシステムが構築され
ており、間接経費比率は、配分機関と研究機関の交渉
によって決定される。アメリカの大学等の研究機関に
おいては間接経費が経営上の重要な収益源であるた
め、競争的研究資金を獲得することができる研究者を
競って雇用する傾向がある。
今後は、第Ⅱ期科学技術基本計画で打ち出された方
針である「間接経費比率30％」を徹底し、いずれ全て
の競争的研究資金制度が間接経費を措置するようにす
べきである。
日本の競争的研究資金の60％以上が、いまだ煩雑な
研究資金の管理・責任が研究者個人が担当せざるをえ
ない「個人補助制度」の形になっている。即ち、個人
補助制度の場合、補助金の管理責任は補助金獲得者で
ある研究者個人（科学研究費補助金の場合は研究者の
所属する研究機関の長である個人）が負うことになる。
現在、研究者個人が経理を機関に委任している場合で
も、最終責任を負うのは当該補助金を交付された研究
者個人である。基本的に研究機関に所属する研究者が
その業務の一環として行う研究業務における研究費に
  �
�
アメリカ�
日　　本�
競争的研究資金総額�
　　  （兆円）�
文部科学省『平成15年版　科学技術白書』（2003年）より作成
表15　アメリカ・日本の競争的研究資金総額・政府研究開発資金総額�
  政府研究開発資金総額�
　　      （兆円）�
政府研究開発資金総額中の�
競争的研究資金総額の割合
３．６�
０．３５�
１０．２�
３．５�
3 5％
1 0％�
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ついては研究者個人にその管理責任を負わせるべきで
はない。今後は研究者の所属する機関が資金配分機関
に対して補助金の交付申請を行い、交付を受け、補助
金を直接責任を持って管理する制度を形成していく必
要がある。研究機関の側も間接経費等を活用して研究
資金の申請・管理に関する事務体制を強化する等の競
争的研究資金の効率的なマネジメント体制の整備を図
るべきであると考える。
３．４　配分主体の課題
配分機関の業務効率を向上させるために、アメリカ
の配分機関等で有効に機能しているプログラム・オフ
ィサー（ＰＯ）、プログラム・ディレクター（ＰＤ）
の本格的な導入が検討されている。ＰＯとは個々のプ
ログラムや研究課題の選定、評価、フォローアップ等
の実務を担当する専門家である。ＰＯは評価プロセス
の選択、評価段階における評価者の選任、現地調査、
審査会議等の評価プロセスの計画と実行、どのような
課題にどの程度の資金提供を行うかといった計画、実
施されている研究開発課題の進行状況の評価などを担
当する。例えば、アメリカのＮＳＦでは約400名・Ｎ
ＩＨでは約1100名・ＤＡＲＰＡ（国防省国防先端研究
プロジェクト局）では約140名のＰＯが配置されてい
る。ＮＳＦ、ＮＩＨ、ＤＡＲＰＡのＰＯ１人当たりが
扱う年間予算額も、それぞれ約15.6億円、約17.6億円、
約18.6億円と大きい。またドイツのＤＦＧ（ドイツ研
究協会）でも約125名のＰＯが配置されている。ＰＤ
は競争的研究資金制度と運用について統括する上級責
任者である。ＰＯ・ＰＤの配置は研究開発プロジェク
トの募集・選択・詳細な資金配分計画・進行・中間評
価・最終評価など、競争的研究資金の執行に関するマ
ネジメント効率を上げるものとして非常に有効と考え
られる。
「第Ⅱ期科学技術基本計画」「国の研究開発評価に
関する大綱的指針」において、研究経歴のある責任者
を各配分機関に専任で配置し、競争的研究資金制度の
業務の科学技術面の責任を担う体制を整備するという
方針が出されてきた。今後は各機関におけるＰＯ・Ｐ
Ｄの設置を促進する必要がある。又、総合科学技術会
議のイニシアティブにより各配分機関のＰＤで構成さ
れる会議を設置し、各競争的研究資金制度のマネジメ
ントシステムの向上を図りつつ、課題の不必要な重複
の排除や制度間の調整等、競争的研究資金全体の有機
的な運用を図る制度の形成も検討すべきである。
現在日本では研究開発以外の政策業務も担当する７
つの省庁が競争的研究資金配分を担当しているが、欧
１�
２�
３�
�
４�
５�
６�
７�
８�
プログラムの方針（案）（目的、目標、重点テーマ、新規テーマの設定）の作成�
評価者の選任�
外部評価（ピアレビュー）に基づき、採択課題候補（案）の作成（優先順位付け、研�
究費の査定、研究分担者の必要性、重複の排除）�
評価内容や不採択理由の開示。それに対する申請者からの質問、不服申し立てへの対応�
採択課題に関する研究計画の改善点の指摘。不採択の申請者への助言�
進捗状況や予算執行の状況の把握。必要に応じての現地調査。�
研究計画の変更（中止・縮小・拡大を含む）の提言�
プログラム全体の運営見直し等の提案�
科学技術学術審議会学術分科会『競争的研究資金制度改革について（意見）』（2003年）より作成�
表16　プログラムオフィサー（PO）の役割�
１�
２�
３�
�
４�
５�
６�
競争的研究資金制度におけるマネジメントシステムの向上�
プログラムの方針決定・新規プログラムや新規領域設定の決定�
各制度内の領域間・分野間・プログラム間等の資金の配分額や配分方式（個人研究と�
グループ研究等）の決定�
プログラムオフィサー間の調整�
採択課題の決定�
プログラムオフィサーの評価�
科学技術学術審議会学術分科会『競争的研究資金制度改革について（意見）』（2003年）より作成�
表17　プログラムディレクター（PD）の役割�
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米主要国で見られるような研究開発政策業務に特化し
た独立配分機関の編成についても検討する必要があ
る。欧米主要国では競争的研究資金の大部分は、それ
ほど多くはない複数（多くても５・６くらい）の研究
開発政策を専門に担当する独立した配分機関
（Independent Funding Agency）が、それぞれの専門
性と特徴を有しつつ競争的研究資金を供給している。
例えば、アメリカではＮＩＨ・ＮＳＦ、イギリスでは
Research Council、ドイツではＤＦＧ、イタリアでは
国家研究会議などが主要な資金配分を担当している。
これらの配分機関は①人事・予算執行面で行政から一
定の独立性・自立性を確保し、②多人数の専任の研究
マネージャー（プログラムオフィサー）を擁し、科学
技術の側面から一貫したマネジメント体制を構築し、
③研究者が責任者としてマネジメントの統括責任を負
っているのである。
日本においては、総合科学技術会議が政府全体とし
ての競争的研究資金制度間の連携を図るための全体調
整を行うという方向性が打ち出されてきた。即ち、
2001年12月に総合科学技術会議で決定された「競争的
資金の制度改革について（意見）」において、以下の
ような方針が明確になった。即ち、
「①総合科学技術会議は、毎年度概算要求前に策定す
る「科学技術に関する予算・人材等の資源配分の
方針」等により、各省の競争的研究資金制度の評
価を踏まえ、各省の概算要求内容の方向性等につ
いて、意見を述べる。
②さらに、予算編成過程において、総合科学技術会
議は各府省がまとめた概算要求事項を検討し、本
方針を十分に反映した予算編成が行われるよう、
必要に応じて予算編成過程で財政当局との連携を
含め、適切な対応を行う。
③総合科学技術会議は、各配分機関の競争的研究資
金制度の改革が適切に行われるよう、制度改革の
状況についてフォローアップを行い、各府省へ意
見を述べる」というものである。
３．５　配分過程・状況の課題
競争的研究資金制度に提出された研究計画に対する
審査・採択は最大限有効なものにしていく必要があ
る。日本の競争的研究資金の配分においては、多くの
制度で研究計画自体よりも研究者の経歴・それまでの
業績が重視されて審査が成されている傾向があるため
に、一部の業績のある研究者に配分が集中している実
態がある。しかも、50歳代の研究者に配分が傾斜して
いる。研究者の研究実績・経歴よりも研究計画の内容
を重視した審査に転換する必要がある。基本的に研究
者の自由な発想に基づく研究の推進を目的とする制度
に関しては、研究者の所属に関係なく「研究内容・計
画」自体が評価されるべきである。各制度の申請書の
書式も現在の１－２ページ程度のボリュームではな
く、詳細な研究計画を記したボリュームのあるものに
高度化する必要がある。アメリカのＮＩＨ・ＮＳＦの
制度では、15－25ページの研究計画が審査される。
日本の競争的研究資金制度はそれらへの研究者の応
募・配分機関の申請書受理が年１回である。（配分機
関の独立行政法人化後に通年公募を予定している制度
もあるが）一方、アメリカのＮＩＨ・ＮＳＦなどでは
研究者の応募・配分機関の申請書受理は年複数回ある
いは通年である。
競争的研究資金制度における評価者の選任に関し
て、厳正な利害関係者の排除規定をつくる必要がある。
評価者の選任に関して、利害関係者の排除規定が十分
でなく、例えば、同じ所属機関であっても利害関係者
とはみなされず評価者となるような場合があれば、効
率的な研究評価が実現しなくなる危険がある。各競争
的研究資金制度において厳正な「利害関係者の排除規
定」を作成する必要がある。例えば、ＮＳＦにおいて
は利害関係者の範囲を次のように示している。即ち、
①同じ機関に所属する者・②過去４年間論文の共著者
である者・③指導した学生、指導教官である場合など。
また、ＮＩＨでは利害関係者の範囲を以下のように定
めている。即ち、①申請者が家族や親しい友人である
場合・②過去一定期間内に申請者と契約締結の履歴を
もつ場合・③申請者と極めて近い研究開発を行ってい
る場合・④評価者と長年にわたって対立する考え方を
有する場合などとしている。
実際の配分の状況に関しては、日本の競争的研究資
金の配分先は大学78％（国立大学60％）・民間企業
５％となっている。アメリカの競争的研究資金の配分
先は大学71％・民間企業8％となっている。日本の場
合は予算ベースで約50％の競争的研究資金に民間の研
究者が応募できない状況になっている。アメリカの中
心的な資金配分機関であるＮＩＨ・ＮＳＦでは、基本
的に大学・民間企業などの研究者の所属に関係なく可
能な限り多くの研究者に応募資格が与えられている。
可能な限り多くの研究者がその所属・立場を問わず応
募できる制度の形成が重要である。それが長期的には
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日本の研究社会に一層の有効な競争を引き起こし研究
の質を高めていくことになる。
日本の競争的研究資金の年齢別配分シェアについて
は、表11でも示したように、50歳代が40％、40歳代が
33％と大きいのに対して、独創的研究開発に最も適し
た年代と考えられている30歳代の研究者への配分は
12％と小さい。今後は若手研究者への資金配分を拡大
するような包括的な措置が必要と考えられる。
申請件数に関しては、日本の場合、全体的に欧米に
比較しても申請件数が膨大である。その反面一課題当
りの研究費が小規模な場合が多い。例えば、日本最大
の競争的研究資金である科学研究費補助金は2002年度
予算で1,703億円であったが、その申請件数は約85000
件・採択件数は約21000件であった。一方、ＮＩＨの
2000年予算は1兆7,269億円であったが、その申請件数
は約27000件・採択件数は約8600件であった。
３．６　研究開発システム全体における競争的研究資
金の位置付けの課題
競争的研究環境の形成において競争的研究資金配分
制度と表裏一体のファクターが研究者のキャリアパス
（昇進）制度である。即ち、競争的研究資金の獲得と
それを使用しての研究成果が研究者のキャリアパスと
連動することで、研究者の競争的研究資金獲得へのイ
ンセンティブが高まり研究者社会に効果的な競争原理
が働き、結果として有効な研究成果が産出されると考
えられる。
事実、アメリカの大学の研究者社会では競争的研究
資金のウェイトが非常に大きい。即ち、競争的研究資
金の獲得と活用が「ポストドクター→テニュアトラッ
ク→テニュア」というキャリアパスにおける昇進の条
件である場合が多い。特に、任期付きのテニュアトラ
ックがテニュアに昇進する際の最重要な基準の中に競
争的研究資金の獲得が位置付けられるのが一般的であ
る。 つまり、自らが研究活動をするための研究費を
外部から獲得することがその研究機関での地位を確保
する必要条件になっているのである。又アメリカでは
競争的研究資金に研究者本人の給与を計上することが
できる。（７）よって、競争的研究資金への獲得インセン
ティブは非常に大きいと言える。
一方、競争的研究資金の約80％が配分されている日
本の大学等の研究社会では競争的研究資金の獲得・活
用が必ずしも研究者の処遇に反映されてはいない。日
本においては、国公立大学の研究者の現在の給与・人
（６）
事制度では、競争的研究資金の獲得・活用が直接的に
業績評価・処遇改善・昇進に反映されるものにはなっ
ていない。若手研究者の中でも例えば国立大学の助
手・講師等の大部分が終身雇用であり、特に競争的研
究資金の獲得が昇進の基準にもなっていない。よって、
競争的研究資金への獲得インセンティブは高くない。
表18はアメリカと日本の大学の研究活動における競
争的研究資金の割合を示したものである。大学の研究
活動における競争的研究資金割合の平均的比率はアメ
リカの私立大学で72％、アメリカの公立大学で54％と
なっている。アメリカの大学における研究活動が圧倒
的なウェイトで競争的研究資金によって展開されてい
ることが分かる。一方、日本の私立大学での平均的比
率は３％であり、国立大学でも８％となっている。日
本の大学の研究活動における競争的研究資金の比率は
非常に低い。
今後は研究機関が研究者のキャリアパスにおける評
価基準の重要項目として競争的研究資金の獲得状況を
入れることが大切である。即ち、競争的研究資金の獲
得・それを使っての研究成果が研究者の業績として評
価され、それが研究者の給与・昇進に連動するような
インセンティブが機能するような総合的な制度設計が
なされることが必要である。特に若手研究者について
はその最初の任用は任期付き任用（アメリカのポスト
ドクター・テニュアトラックのようなポスト）として、
その後の昇進については競争的研究資金の獲得状況を
考慮して決定するようにすべきである。（８）
2004年４月には国立大学の法人化が予定されてい
る。法人への移行により経営に競争原理が導入され、
また、教職員の身分も非公務員となる。法人化後の各大
学においては、競争的研究資金の獲得が活発になり、そ
の資金の獲得とそれを利用しての研究開発成果が研究
者の実績として適切に給与や人事に反映する給与・人
事システムが積極的に形成されることが期待される（９）
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おわりに
科学技術において直接的な研究成果を生み出すこと
ができるのは、あくまで研究者・研究機関といった研
究主体である。よって、科学技術政策の多様な政策形
成も常に広範な研究主体からのニーズを吸い上げなが
ら展開されるべきである。例えば、競争的研究資金配
分に関しても、基礎研究の性格と競争的研究資金配分
の性格が合わないのではないかという意見もある。即
ち、基礎研究は完全なる未知への挑戦のような研究活
動の性格が強く一定の研究成果の生産が第一次的目的
でもないので、一定の研究成果の生産が保証される確
率は高くはない。しかし、競争的研究資金配分におい
ては一定の研究成果が期待される研究活動への配分が
重点化される傾向が強い。つまり、一定の研究成果の
生産を必ずしも第一次的目的としない基礎研究の性格
と、競争的研究資金配分における研究成果期待の強さ
という性質が原理的に合わないというものである。で
あるならば、基礎研究・応用研究・開発研究という研
究開発の各段階に対応した資金配分制度を構築する
か、あるいは基礎研究・応用研究・開発研究の各研究
段階に対応して明確に異なった形の適切な研究評価シ
ステムを創造する必要があると考える。
又競争的研究資金から得られた成果の利用に関して
も十分なインセンティブが機能する制度の構築が重要
である。アメリカでは早くから「バイドール法」の制
定等によって政府研究開発資金によって得られた特許
の多くが研究機関に帰属するという制度が形成されて
きた。日本においても1999年の産業活力再生特別措置
法の第30条（いわゆる日本版バイドール条項）によっ
て、政府からの委託による研究開発成果である知的財
産は研究機関等受託者に帰属されることが実現した。
今後はその運用を柔軟に拡大するなどして、委託研究
以外の競争的研究資金による研究開発から得られた知
的財産等についても、研究機関帰属となるよう個々の
競争的研究資金制度の在り方を検討する必要があると
考える。
現代の社会経済システムに関する政策研究は、財政
政策・金融政策・産業政策・社会政策等の分野で発展
してきたが、科学技術政策に関する研究は近年本格的
に開始されたばかりである。競争的研究資金配分制度
のような科学技術政策の中心領域の研究についても、
今後の主要国での政策実践の分析の中から、さらに洗
練されたものになってくるものと考えられる。
〈註〉
（１） 2001年発表の政府の「第Ⅱ期科学技術基本計画」
までは「競争的資金」という表記がなされてい
たが、2002年６月の総合科学技術会議競争的資
金制度改革プロジェクトの提出した「競争的研
究資金制度改革について　中間まとめ」からは
資金の性格をより明確にするために「競争的研
究資金」の文言が使われるようになった。
（２）政府の供給する研究資金は基盤的研究資金（基
盤的経費）と競争的研究資金に分類できる。
（３）科学技術戦略の詳細に関しては、拙著「科学技
術戦略の形成」『生涯学習センター研究実践報告』
第２号（通巻６号）長岡大学生涯学習センター
2003年３月　23‐41pp を参照。
（４）科学技術政策の政策主体に関しては、拙著「日
本の科学技術政策における政策システムの発展
と課題－新規重点政策領域における政策主体と
政策手法に関する一考察」『地域研究』第２号
（通巻12号）長岡大学地域研究センター　平成14
年　53‐64pp を参照。
（５）これは、「競争的資金の間接経費の執行に係わる
共通指針（平成13年４月20日競争的資金に関す
る関係府省連絡会申し合わせ）」および「競争的
資金の間接経費の執行に係わる共通指針につい
て（通知）（平成13年６月４日付、文部科学省研
究振興局長13分科振第361号）」に基づき制定さ
れたものである。
（６）テニュアトラックとは任期付きのポストで助教
授クラスを意味し、テニュアとは終身的なポス
トで準教授以上の職を意味する。なお、テニュ
アのポストの継続についても数年間に一度厳し
い審査がなされるのが一般的である。
（７）アメリカでは大学が教員に支給する給与は９－
10ヵ月分に制限されている場合が多い。よって、
大学教員は競争的研究資金を確保し、自らの給
与を補填しようとする傾向が強い。又、大学側
から教員へ要請される教育等の業務と研究業務
との時間配分（エフォート）の調整を図る制度
が各大学に設けられているのが一般的である。
つまり、研究者が当該業務に必要とする時間の
配分率（％）をエフォートとして、研究者の年
間の全仕事時間100％において教育業務等と研究
業務のバランスを図るのである。
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（８）第Ⅱ期科学技術基本計画において、30代半ばま
での若手研究者に対しては任期付任用を行う方
針が提示されたが、日本の大学においては任期
付き任用はいまだ２％程度である。
（９）ドイツにおいても2002年に大学教員の人事・給
与制度改革が実施され、助手制度が廃止され任
期付任用の準教授制度が導入されたのであった。
さらに、教授の給与におけるインセンティブ割
合が１／４以上となるなど、全体として成果主
義的競争的制度に転換してきている。
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